
【声明】政府による教育への介入は憲法違反であり、東京私教連は断固抗議します 

 

2026 年 6 月 29 日 

東京私立学校教職員組合連合中央執行委員会 

 

本年 3 月 16 日、同志社国際高校の研修旅行中の転覆事故により失われたかけがえのない命に対し、深

い哀悼の意を表するとともに、ご遺族のみなさまに、心よりお悔やみ申し上げます。 

学校教育において、子どもたちの生命と安全を守ることは、何より優先されるべきことです。私たち教

育関係者は、二度とこのような事故が起こらないよう学校の安全対策を点検し、再発防止策を徹底する

必要があります。 

 

そのうえで私たち東京私教連は、同志社国際高校の研修旅行について教育基本法第 14 条第 2 項との関

係を問題視した文部科学省の「見解」が、教育への不当な介入であり教育行政の政治的中立性を著しく損

なうものであると考え、厳しく抗議するとともにその撤回を求めます。 

 

 文部科学省が個別学校の教育活動を教育基本法第 14 条第 2 項違反と断じました。このことは、教育行

政の権限を逸脱した対応であり、このような行動を通じて圧力をかけることは、権力の濫用と言わざる

を得ません。文部科学省の指導や通知こそ、教育基本法第 16 条第 1 項が禁じる「不当な支配」に当たる

可能性があります。この規定の根底には憲法第 23 条が保証する「学問の自由」があります。教育行政は

その理念を尊重し、教育権の独立を侵してはなりません。 

特定の学校に対する文部科学省の指導は、教育の場における多様な意見を制約するものであり、教員や

生徒が自らの意見を表明する機会を制限される状況が生まれます。このことは、教育機関における自由

な言論や議論を妨げるものであり、教育の自主性や教育現場における自由な教育活動を萎縮させるおそ

れがあります。 

平和教育や政府の政策に関連する学習活動は、特定の政党や政治的立場への支持を目的としたもので

はありません。戦争や平和、人権、民主主義について主体的に考える力を育む教育活動であり、憲法およ

び教育基本法が掲げる教育理念の実現に不可欠な営みです。 

 

戦後 80 年を迎えた昨年、東京私学の平和に関する取り組みを集めていく中で、各校独自の創意工夫に

富んだ教育活動が行われていることを知り、私学の良さを再認識しました。私学にはそれぞれ建学の精

神に基づき、多様で創意に富んだ教育を行う自由があります。この自由こそ、公教育の豊かさを支える重

要な基盤です。 

私たち東京私教連は今後も萎縮することなく、「平和で民主的な国家及び社会の形成者（教育基本法第

1 条）」を育む教育活動を守り発展させていきます。 

以上 


